
別表２－１　［８の（１）アに基づく保育所等施設整備事業：定額（2/3相当）

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
 開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

88,700 97,500
100,900 111,200

72,700 80,000
76,200 83,900

182,800 201,200
207,600 228,500

131,300 144,400
157,900 173,800

284,100 312,600

特殊附帯工事 11,020

230,700 253,900
255,700 281,300

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

37
29

14
12
11

23
20
16

2,330 2,570

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

土地借料加算 16,100

地域の余裕スペース活
用促進加算

標準 都市部

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）



別表２－１　［８の（１）アに基づく保育所等施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
 開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

100,600 110,800
117,000 128,800

96,000 105,700

208,500 229,300
241,300 265,500

133,400 146,800
173,300 190,700

337,400 371,300
375,100 412,500

274,200 301,700
304,700 335,200

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

37
29

特殊附帯工事 14,450
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

14
12
11

23
20
16

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

21,400

地域の余裕スペース活
用促進加算

標準 都市部
3,050 3,390

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）



別表２－１　［８の（１）アに基づく保育所等施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算

 開設準備費加算
定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

交　付　基　準　額　表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

88,700 97,500
100,900 111,200

72,700 80,000
76,200 83,900

182,800 201,200
207,600 228,500

131,300 144,400
157,900 173,800

284,100 312,600

特殊附帯工事 11,020

230,700 253,900
255,700 281,300

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算
を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

37
29

土地借料加算 31,700

定期借地権設定のため
の一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する国税局長が定める路
線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定められていない地域に
おいては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に別表１－９に定める国
の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

14
12
11

23
20
16

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
10,320 11,360

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）



別表２－１　［８の（１）アに基づく保育所等施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算

 開設準備費加算
定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

117,000 128,800
133,400 146,800

96,000 105,700
100,600 110,800

241,300 265,500
274,200 301,700

173,300 190,700
208,500 229,300

375,100 412,500

特殊附帯工事 14,450

304,700 335,200
337,400 371,300

29
23
20

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算
を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

37

11
41,900

定期借地権設定のため
の一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する国税局長が定める路
線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定められていない地域に
おいては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に別表１－９に定める国
の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

16
14
12

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
13,450 14,940

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）



別表２－１　［８の（１）アに基づく保育所等施設整備事業：定額（2/3相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,455 1,602 1,920 2,113
定員21～30名 1,650 1,815 2,179 2,398
定員31～40名 2,202 2,421 2,907 3,197
定員41～70名 2,770 3,047 3,657 4,022
定員71～100名 3,906 4,298 5,158 5,674
定員101～130名 4,689 5,159 6,189 6,810
定員131～160名 5,861 6,448 7,738 8,512
定員161～190名 7,035 7,739 9,286 10,216
定員191～220名 8,208 9,028 10,833 11,916
定員221～250名 9,380 10,319 12,382 13,620
定員251名以上 10,554 11,609 13,931 15,322

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 2,592 2,853 3,422 3,764
定員21～30名 3,164 3,481 4,177 4,596
定員31～40名 3,836 4,219 5,064 5,570
定員41～70名 5,328 5,861 7,035 7,738
定員71～100名 7,994 8,794 10,552 11,608
定員101～130名 9,594 10,554 12,663 13,931
定員131～160名 11,993 13,192 15,831 17,414
定員161～190名 13,113 14,424 17,308 19,039
定員191～220名 15,298 16,829 20,194 22,214
定員221～250名 17,484 19,232 23,079 25,386
定員251名以上 19,669 21,636 25,963 28,560

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、
　　　標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、
　　　標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）



別表２－２　［８の（１）イに基づく保育所等施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算

 開設準備費加算

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161名以上

土地借料加算

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

66,300 73,100
75,800 83,400

54,400 59,900
57,100 62,900

137,100 150,700
155,700 171,300

98,500 108,300
118,400 130,200

213,100 234,300

特殊附帯工事 8,190

173,000 190,400
191,700 211,000

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

28

20

9

9

8

17

15

11

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

12,000

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
1,750 1,980

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。



別表２－２　［８の（１）イに基づく保育所等施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算

 開設準備費加算

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161名以上

土地借料加算

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

87,800 96,400
100,000 110,100

72,000 79,300
75,500 83,000

180,900 199,000
205,700 226,100

130,000 143,000
156,300 171,900

281,300 309,400

特殊附帯工事 10,770

228,600 251,300
253,000 278,400

28

20

9

9

8

17

15

11

標準 都市部
2,330 2,570

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

15,800

地域の余裕スペース活用
促進加算



別表２－２　［８の（１）イに基づく保育所等施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算

 開設準備費加算

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161名以上

土地借料加算

交　付　基　準　額　表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

66,300 73,100
75,800 83,400

54,400 59,900
57,100 62,900

137,100 150,700
155,700 171,300

98,500 108,300
118,400 130,200

213,100 234,300

特殊附帯工事 8,190

173,000 190,400
191,700 211,000

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算
を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

28

20

23,800

定期借地権設定のため
の一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する国税局長が定める路
線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定められていない地域に
おいては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に別表１－９に定める国
の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

9

9

8

17

15

11

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
7,730 8,510

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）



別表２－２　［８の（１）イに基づく保育所等施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算

 開設準備費加算

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161名以上

土地借料加算

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

87,800 96,400
100,000 110,100

72,000 79,300
75,500 83,000

180,900 199,000
205,700 226,100

130,000 143,000
156,300 171,900

281,300 309,400

特殊附帯工事 10,770

228,600 251,300
253,000 278,400

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算
を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

28

20

31,300

定期借地権設定のため
の一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する国税局長が定める路
線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定められていない地域に
おいては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に別表１－９に定める国
の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

9

9

8

17

15

11

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
10,320 11,010

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）



別表２－２　［８の（１）イに基づく保育所等施設整備事業：定額（1/2相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,091 1,200 1,440 1,584
定員21～30名 1,237 1,362 1,634 1,798
定員31～40名 1,650 1,815 2,179 2,398
定員41～70名 2,076 2,286 2,742 3,017
定員71～100名 2,930 3,222 3,869 4,254
定員101～130名 3,517 3,869 4,641 5,106
定員131～160名 4,396 4,836 5,803 6,385
定員161～190名 5,275 5,804 6,965 7,661
定員191～220名 6,155 6,771 8,124 8,938
定員221～250名 7,035 7,739 9,286 10,216
定員251名以上 7,915 8,706 10,448 11,493

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,944 2,139 2,565 2,823
定員21～30名 2,374 2,611 3,133 3,447
定員31～40名 2,877 3,164 3,797 4,177
定員41～70名 3,996 4,396 5,275 5,803
定員71～100名 5,995 6,595 7,913 8,705
定員101～130名 7,195 7,915 9,497 10,448
定員131～160名 8,995 9,895 11,873 13,060
定員161～190名 9,834 10,818 12,980 14,279
定員191～220名 11,473 12,621 15,145 16,658
定員221～250名 13,113 14,424 17,309 19,039
定員251名以上 14,752 16,227 19,472 21,421

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、
　　　標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、
　　　標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）



別表２－３　［９の表の①に基づく保育所等施設整備事業：定額（3/4相当）］

■本体工事費 単位：千円

標準 都市部
定員20名以下 81,700 90,000
定員21～30名 85,700 94,400
定員31～40名 99,800 109,800
定員41～70名 113,700 125,100
定員71～100名 147,800 162,400
定員101～130名 177,500 195,500
定員131～160名 205,700 226,300
定員161～190名 233,800 257,100
定員191～220名 259,800 285,600
定員221～250名 287,700 316,400
定員251名以上 319,700 351,700

設計料加算

 開設準備費加算

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161名以上

土地借料加算
標準 都市部
2,680 2,930

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

特殊附帯工事 12,270
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

42

32

28

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

23

19

15

14

14

18,200

地域の余裕スペース活用
促進加算

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※８　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に
　　対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）



別表２－３　［９の表の①に基づく保育所等施設整備事業：定額（3/4相当）］

■本体工事費 単位：千円

標準 都市部
定員20名以下 81,700 90,000
定員21～30名 85,700 94,400
定員31～40名 99,800 109,800
定員41～70名 113,700 125,100
定員71～100名 147,800 162,400
定員101～130名 177,500 195,500
定員131～160名 205,700 226,300
定員161～190名 233,800 257,100
定員191～220名 259,800 285,600
定員221～250名 287,700 316,400
定員251名以上 319,700 351,700

設計料加算

 開設準備費加算

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161名以上

土地借料加算

標準 都市部
11,600 12,760

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

特殊附帯工事 12,270

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算
を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

42

32

28

交　付　基　準　額　表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

23

19

15

14

14

35,800

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

定期借地権設定のため
の一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する国税局長が定める路
線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定められていない地域に
おいては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に別表１－９に定める国の
負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

地域の余裕スペース活用
促進加算

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※８　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に
　　対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。



別表２－３　［９の表の①に基づく保育所等施設整備事業：定額（3/4相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部

定員20名以下 1,637 1,801
定員21～30名 1,858 2,042
定員31～40名 2,477 2,724
定員41～70名 3,115 3,428
定員71～100名 4,395 4,835
定員101～130名 5,275 5,804
定員131～160名 6,595 7,254
定員161～190名 7,913 8,706
定員191～220名 9,233 10,155
定員221～250名 10,554 11,609
定員251名以上 11,872 13,060

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部

定員20名以下 2,917 3,209
定員21～30名 3,561 3,915
定員31～40名 4,316 4,748
定員41～70名 5,995 6,595
定員71～100名 8,995 9,893
定員101～130名 10,792 11,872
定員131～160名 13,493 14,841
定員161～190名 14,752 16,227
定員191～220名 17,211 18,931
定員221～250名 19,669 21,635
定員251名以上 22,127 24,340

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
　　　については、標準の基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
　　　については、標準の基準額を適用する。

※３　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※４　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して
　　０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

基準額（１施設当たり）

※２　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※４　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して
　　０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

※２　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）



別表２－４　［９の表の②③に基づく保育所等施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算

 開設準備費加算

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161名以上

土地借料加算

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

73,100 80,300
83,400 91,800

59,900 65,900
62,900 69,100

150,700 165,900
171,300 188,300

108,300 119,100
130,200 143,200

234,400 257,700

特殊附帯工事 9,030

190,500 209,500
210,900 232,100

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

31

22

10

10

9

19

16

12

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

13,400

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
1,980 2,110

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。



別表２－４　［９の表の②③に基づく保育所等施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算

 開設準備費加算

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161名以上

土地借料加算

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

96,500 106,200
110,100 121,100

79,100 87,000
83,000 91,300

198,900 219,000
226,100 248,900

142,900 157,400
171,800 189,400

309,400 340,200

特殊附帯工事 11,930

251,300 276,400
278,400 306,300

31

22

10

10

9

19

16

12

標準 都市部
2,570 2,800

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

17,500

地域の余裕スペース活用
促進加算



別表２－４　［９の表の②③に基づく保育所等施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算

 開設準備費加算

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161名以上

土地借料加算

交　付　基　準　額　表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

73,100 80,300
83,400 91,800

59,900 65,900
62,900 69,100

150,700 165,900
171,300 188,300

108,300 119,100
130,200 143,200

234,400 257,700

特殊附帯工事 9,030

190,500 209,500
210,900 232,100

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算
を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

31

22

26,100

定期借地権設定のため
の一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する国税局長が定める路
線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定められていない地域に
おいては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に別表１－９に定める国
の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

10

10

9

19

16

12

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
8,510 9,350

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）



別表２－４　［９の表の②③に基づく保育所等施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算

 開設準備費加算

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161名以上

土地借料加算

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

96,500 106,200
110,100 121,100

79,100 87,000
83,000 91,300

198,900 219,000
226,100 248,900

142,900 157,400
171,800 189,400

309,400 340,200

特殊附帯工事 11,930

251,300 276,400
278,400 306,300

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算
を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

31

22

34,400

定期借地権設定のため
の一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する国税局長が定める路
線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定められていない地域に
おいては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に別表１－９に定める国
の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

10

10

9

19

16

12

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
　　児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
11,010 12,470

※７　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※９　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※４　土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
　　　含む。

※５　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）



別表２－４　［９の表の②③に基づく保育所等施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,200 1,322 1,583 1,744
定員21～30名 1,362 1,498 1,798 1,978
定員31～40名 1,815 1,998 2,398 2,637
定員41～70名 2,285 2,513 3,017 3,318
定員71～100名 3,222 3,547 4,254 4,680
定員101～130名 3,869 4,256 5,106 5,617
定員131～160名 4,836 5,320 6,385 7,022
定員161～190名 5,803 6,385 7,661 8,427
定員191～220名 6,771 7,448 8,938 9,832
定員221～250名 7,739 8,514 10,216 11,238
定員251名以上 8,705 9,577 11,492 12,641

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 2,138 2,353 2,823 3,105
定員21～30名 2,611 2,873 3,448 3,791
定員31～40名 3,164 3,481 4,177 4,596
定員41～70名 4,396 4,836 5,803 6,385
定員71～100名 6,595 7,254 8,705 9,576
定員101～130名 7,915 8,705 10,448 11,492
定員131～160名 9,895 10,883 13,060 14,365
定員161～190名 10,818 11,899 14,278 15,709
定員191～220名 12,621 13,883 16,659 18,325
定員221～250名 14,424 15,866 19,039 20,944
定員251名以上 16,227 17,850 21,421 23,562

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、
　　　標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、
　　　標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）



別表２－５　［８の（２）アに基づく保育所機能部分施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）
38,000
39,900
46,500
53,000
68,800
82,900
95,900
109,000
121,100
134,100
149,100

※１　幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園における保育所機能部分の定員規模に該当する基準額とすること。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）
50,100
52,700
61,400
69,900
90,800
109,500
126,600
143,900
159,800
177,000
196,700

※１　幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園における保育所機能部分の定員規模に該当する基準額とすること。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。



別表２－５　［８の（２）アに基づく保育所機能部分施設整備事業：定額（1/2相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

■仮設施設整備工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

1,155 1,525
1,454 1,918

762 1,007
866 1,142

3,077 4,062
3,693 4,874

2,049 2,708
2,459 3,249

5,541 7,311

※１　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

4,309 5,689
4,924 6,500

1,361 1,797

※２　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

2,796 3,693
4,198 5,541

1,661 2,192
2,014 2,657

6,882 9,085
8,031 10,600

5,036 6,648
6,295 8,310

※１　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※２　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

9,178 12,115
10,326 13,630



別表２－６　［９の表の①に基づく保育所機能部分施設整備事業：定額（3/4相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

■解体撤去工事費 単位：千円

■仮設施設整備工事費 単位：千円

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

79,600
103,200
124,100

57,100
59,900
69,600

201,400
223,600

※１　幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園における保育所機能部分定員規模に該当する基準額とすること。

144,000
163,600
181,700

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※４　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に
　　対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

基準額（１施設当たり）

定員31～40名 1,733
定員41～70名 2,181

定員20名以下 1,144
定員21～30名 1,300

定員131～160名 4,616
定員161～190名 5,541

定員71～100名 3,077
定員101～130名 3,693

定員251名以上 8,310

※１　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

定員191～220名 6,463
定員221～250名 7,387

定員20名以下 2,041
定員21～30名 2,492

※２　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※３　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に
　　対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

基準額（１施設当たり）

定員71～100名 6,296
定員101～130名 7,554

定員31～40名 3,020
定員41～70名 4,197

定員191～220名 12,047
定員221～250名 13,768

定員131～160名 9,443
定員161～190名 10,325

※２　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※３　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に
　　対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

定員251名以上 15,489

※１　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）



別表２－７　［９の表の②③に基づく保育所機能部分施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）
41,900
43,900
51,100
58,300
75,700
91,000
105,600
119,900
133,200
147,700
164,100

※１　幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園における保育所機能部分の定員規模に該当する基準額とすること。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）
55,200
58,000
67,600
76,900
100,000
120,300
139,200
158,200
175,900
194,800
216,600

※１　幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園における保育所機能部分の定員規模に該当する基準額とすること。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。



別表２－７　［９の表の②③に基づく保育所機能部分施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

■仮設施設整備工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

1,270 1,677
1,600 2,111

839 1,109
953 1,259

3,383 4,468
4,062 5,362

2,254 2,978
2,708 3,573

6,093 8,044

※１　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

4,739 6,256
5,418 7,150

1,497 1,976

※２　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

3,077 4,062
4,616 6,093

1,827 2,412
2,215 2,922

7,571 9,993
8,834 11,662

5,541 7,311
6,925 9,140

※１　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※２　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

10,095 13,326
11,358 14,992



別表２－８　［８の（３）アに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる交付基準額に増加定員数を乗じて加算

37

72,700 80,000

特殊附帯工事 11,020

2,330 2,570

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

土地借料加算 16,100

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
　　　費用を含む。

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

96,000 105,700

特殊附帯工事 14,450

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

3,050 3,390

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算
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※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
　　　費用を含む。

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

21,400

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部



別表２－８　［８の（３）アに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

72,700 80,000

特殊附帯工事 11,020

交　付　基　準　額　表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

土地借料加算 31,700

定期借地権設定のため
の一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する地域を所管する
国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定
められていない地域においては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に
別表１－９に定める国の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加
算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる交付基準額に増加定員数を乗じて加算
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地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
10,320 11,360

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
　　　費用を含む。

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

特殊附帯工事 14,450

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加
算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

96,000 105,700

41,900

定期借地権設定のため
の一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する地域を所管する
国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定
められていない地域においては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に
別表１－９に定める国の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算
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※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
　　　費用を含む。

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
13,450 14,940

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。



別表２－８　［８の（３）アに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（2/3相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,455 1,602 1,920 2,113

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 2,592 2,853 3,422 3,764

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、
　　　標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、
　　　標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）



別表２－９　［８の（３）イに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

28

54,400 59,900

特殊附帯工事 8,190

12,000

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
1,750 1,980

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
　　　費用を含む。

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合
　　は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

28

72,000 79,300

特殊附帯工事 10,770

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

15,800

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
2,330 2,570

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
　　　費用を含む。

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合
　　は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）



別表２－９　［８の（３）イに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

54,400 59,900

特殊附帯工事 8,190

交　付　基　準　額　表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

23,800

定期借地権設定のため
の一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する地域を所管する国
税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定めら
れていない地域においては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に別表１
－９に定める国の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算
を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

28

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
7,730 8,510

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日まで
　　　の費用を含む。

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

特殊附帯工事 10,770

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算
を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

72,000 79,300

31,300

定期借地権設定のため
の一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する地域を所管する国
税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定めら
れていない地域においては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に別表１
－９に定める国の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

28

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日まで
　　　の費用を含む。

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
10,320 11,010

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。



別表２－９　［８の（３）イに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（1/2相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,091 1,200 1,440 1,584

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,944 2,139 2,565 2,823

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、
　　　標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、
　　　標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）



別表２－１０　［９の表の①に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（3/4相当）］

■本体工事費 単位：千円

標準 都市部

定員20名以下 81,700 90,000

設計料加算

土地借料加算
標準 都市部
2,680 2,930

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

特殊附帯工事 12,270
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算
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18,200

地域の余裕スペース活用
促進加算

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
　　　費用を含む。

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※６　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※７　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に
　　対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）



別表２－１０　［９の表の①に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（3/4相当）］

■本体工事費 単位：千円

標準 都市部

定員20名以下 81,700 90,000

設計料加算

土地借料加算

標準 都市部
11,600 12,760

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

特殊附帯工事 12,270

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算
を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

交　付　基　準　額　表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）
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35,800

定期借地権設定のため
の一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する地域を所管する国
税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定め
られていない地域においては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に別
表１－９に定める国の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

地域の余裕スペース活用
促進加算

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※６　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※７　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に
　　対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日
　　　までの費用を含む。

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）



別表２－１０　［９の表の①に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（3/4相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部

定員20名以下 1,637 1,801

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部

定員20名以下 2,917 3,209

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
　　　については、標準の基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
　　　については、標準の基準額を適用する。

※３　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※４　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に
　　対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

基準額（１施設当たり）

※２　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※４　沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に
　　対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。（千円未満切捨て。）

※２　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）



別表２－１１　［９の表の②③に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

31

59,900 65,900

特殊附帯工事 9,030

13,400

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
1,980 2,110

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
　　　費用を含む。

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合
　　は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

31

79,100 87,000

特殊附帯工事 11,930

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

17,500

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
2,570 2,800

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
　　　費用を含む。

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合
　　は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）



別表２－１１　［９の表の②③に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

59,900 65,900

特殊附帯工事 9,030

交　付　基　準　額　表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

26,100

定期借地権設定のため
の一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する地域を所管する
国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定
められていない地域においては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に
別表１－９に定める国の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加
算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

31

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
8,510 9,350

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日まで
　　　の費用を含む。

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

交　付　基　準　額　表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

特殊附帯工事 11,930

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加
算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

79,100 87,000

34,400

定期借地権設定のため
の一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する地域を所管する
国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された額（路線価が定
められていない地域においては、固定資産税評価額に国税局長が定める倍率を乗じた額）の２分の１に
別表１－９に定める国の負担割合を乗じた額（千円未満切捨て）

 開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

31

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、
　　　その他の市町村については、標準の基準額を適用する。

※２　増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
　　　整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
　  　「工事にかかる定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３　土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日まで
　　　の費用を含む。

地域の余裕スペース活用
促進加算

標準 都市部
11,010 12,470

※７　特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
　　　12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※８　幼保連携型認定こども園の保育所部分と幼稚園部分の施設整備を同時に行い、かつ特殊附帯工事対象事業のうち
　　　「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合の特殊附帯工事の基準額については、
　　　「保育所等整備交付金の基準額＝基準額－幼稚園部分の基準額（注）」で算定すること。
　　　（注）幼稚園部分の基準額：認定こども園施設整備交付金の特殊附帯工事の基準額（又は認定こども園整備事業（文部科学省関係分）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特殊附帯工事の基準額に国庫負担割合を乗じた額）

※４　地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
　　　など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発
　　特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に
　　基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された
　　小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、
　　基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
　　（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算、定期借地権設定のための一時金加算を除く。千円未満切捨て。）

※６　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。



別表２－１１　［９の表の②③に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,200 1,322 1,583 1,744

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 2,138 2,353 2,823 3,105

交　付　基　準　額　表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
　　　については、標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※４　前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基準額を適用する。

※１　整備を行う年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
　　　については、標準の基準額を適用する。

※２　豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法
　　（昭和29年法律第189号）第1条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定に基づき指定された離島
　　振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第4条第1項に規定された小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法
　　（平成14年法律第14号）第3条第1項第3号に規定された離島のいずれかに所在する場合は、基準額に対して０．０８を乗じて得られた額
　　を加算すること。（千円未満切捨て。）

※３　一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
    総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
    「工事にかかる定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）


